
書式第12号 (法第28条関係)

事業報告用

令和4年度   事業報告書

生島日墜墜画法人硼h饂_

1事業の成果
初年度は、[キャリア教育授業・ワークショップ等の研究開発。実施・運用及び普及事業]の事業基盤の整
備及び仕組み化に重点を置いた。具体的には、MЮ法人Л画と共同で、大阪にて「小中学校のキャリア教
育における、外部プロフェッショナル人材との協働モデル構築事業」を実施。この事業を通じて次のような検
証を行い、今後の事業の質向上及び普及につなげる知見を得た。
・キャリアコンサルタントの専門性を活かした学校現場との協働の形づくり
。効果的なプログラム実施の方法の検討
。キャリアコンサルタント向けのマニュアル・ガイドライン・研修等を整備していくための検証
・プログラムの効果検証 など。
[関連コミュニティの管理・運営事業]においては、コミュニティや各プロジェクトの活性化をはかるべく主要メ
ンパーで施策を検討し実行に移した。コミュニティ参加希望者との個別面談を通じて、各プロジェクトに参画
するメンパーが増えた。

2事業の実施に関する事項
事1 15131

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

キャリア教育授
業・ワークショッ
プ等の研究開
発・実施・運用
及び普及事業

キャリアコンサルタントが4ヽ
中学校とオンラインで繋がり
子供達と1対1の面談を実
施。自己肯定感をはぐく
み、自分らしさを発見するオ
ンライン対話型授業を開催

10月 から

3月 まで
の各月 1

～2回

大阪金剛
インター

ナショナ
ル中学
校。大阪

市鶴見橋
中学校・

大阪市立

金塚小学

校・泉南
市西信達

中学校・

泉南市雄
信小学校

32人

大阪金剛
インター

ナショナ
ル中学

校。大阪

市鶴見橋

中学校・

大阪市立

金塚小学
校・泉南

市西信達

中学校・

泉南市雄
信小学校
の小中学
生

m人
x10回

984

キャリア教育授
業・ワークショッ
プ等の研究開
発・実施・運用
及び普及事業

キャリアコンサルタントが小
中学校の子ども達とオンラ
インで繋がり、自分の好きな
物や夢を言語化し、可視化
する対話型授業を開催

10月
西武台千
葉中学校

12人
西武台千

葉中学校
の中学生

51人 ｎ
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キ
業
プ
発
及

6月 9月
登美ヶ丘

小学校
29人
登美ヶ丘

小学校の

小学生
1“人 m

発
及

20人 22

発
及

100

19人

1人

10人

立命館宇
治中学校
の中学生

登美ヶ丘

小学校の

PTA

東京学芸
大学付属

竹早中学

校の中学
生

120人

"人

ｎ
ｖ

10人

キヤリア

教育を促

進してい

きたい社
会人

20人

x5回
ｎ

Ｖ

関連コミュニ
ティの管理・運
営事業

2月 、3月
立命館宇
治中学校

キャリアコンサルタントが
日阻向けにキャリア教育に
関するセミナーを実施

11月
登美ヶ丘

小学校

」に て

12月

オンラインコミュニティIE
キャリ部」の運営管理ミー
ティングと定例会の開催

10月 から

まで

の毎週 1

回

東京学芸
大学付属
竹早中学

校 (東京

都文京

区)

オンライ
ン

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第13号 (法第28条関係)

令和4年度

事業報告用

活動計算書 (その他事業がムい場合)
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  xTFbDE

:円 )

科 目 金  饉 小計・合計

A

1

2

(1)

現金預金

未収金

棚卸資産

売掛金

(2)無形日定資産
ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資農
敷金

長期貸付金

車両運搬具

什器備品

９７

０

０

０

337,597

837.597

【A】 資 産 合 計 ①+② 337,597

2

-1

1

未払金

預り金

長期借入金

退職給付引当金

837,597

887.5017

【B―

正 味 財 壼 合 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 837,597

負 置 の 日

m

[ 合 計 0+0



16号 28

1. 重要な会計方針

計算書類の
によっていま

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 xTRooE

作成は、MЮ法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日最終改正 贈0法人会計基準協議会)
す。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引当金の計上基準

・ 退職給付引当金

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2. 事業別損益の状況

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計

Π 経常費用
(1)人件費

人件費計

(2)その他経費

外注費

旅費交通費

広告宣伝費

570,

61,

20,

570,

61,681

20,000

ｎ
）
　

　

　

Ａｖ

民
υ
　

　

　

　

・４

620,

61,

69,

科 目
キャリア教育授業・ワーク
ショップ等の研究開発・
実施 0運用および普及事業

事業部門計 管理部門 合計

311,591

1,172,565

311,591

1,172,565

228,000

228.000

228,000

311,591

1,172,565

1.712.156

681 681



通信費

消耗品費

交際費

会議費

インターネット関連費

租税公課

支払い手数料

創立費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

3. 施設の提供等の物的サービスの受入の内釈

3,732 3,732

53,727

8,480

4,046

1,040

■ 136

2,674

41,433

3,910

53,727

12,212

4,(M6

1,(M0

4,136

2,674

41,433

3,910

(単位 :円 )

4

内容 金額 算定方法

使途等が制約された書附金等の内訳

使途等が目約された寄附金等の内駅 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがつて使途が覇詢されていない正味財産は   円です。

5. 固定資産の増減内訳

655,613 655,613 21

“

6

837 597 837 597 691

■□□罰

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得饉額
"●
口

"黒

計錮

有形固定責産

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産

敷金

無形固定資産

合計 ■■■



７
・

6. 借入金の増減内訳
(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の接分方法

その他の事業に係る資産の状況

円

8

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

計算書類に計上された金額
内、役員との
取引

内、近親者及
び支配法人と
の取引

科 目

活動計算書計

(貸借対照表)

(活動計算書)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第28条関係)

令和4年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定中営榊活●法人 xm“ E
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837, 8St
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未収金

日正園
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手元翼金
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(1)=移■寇贅虚
車両運搬具

田□目

(2)銀静■■■■
ソフトウェア

長覇要骨野
・"¨ ""¨ "…・““"""………・"…・″Ⅲ…“"・""“ "・““"'"“………"・"

(3)投資そ0色の費壼
敷金

【A】 資 塵 合 計 ①+② 837.501

未払金

長期借入金

【B-1】 負 債 合 計 0+0

【3-2】 正 味 財 壼 合 計 【Aコ ー【B-1】 837,5麟



書式第 18号 (法第 28条関係)

(薔事彙年凛において■■であつたことがある全員の氏名及び住腑ヌは層薔菫
びにこれらの書についての

“

事■年菫における0■0■●を●●した■■)

特定非営利活動法人 xTRooE

□

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(腋当者のみに記入)氏   名

キタカ
°
ワ カツヒサ 2022年

2023年

11月 4日

31日

年

年

月

　

月

日
【
　

　

一
ロ北川 雄久 3月

t^" tp: 2022年

2023年

11月 4日

31日

年

年

月

　

月

日
¨

　

【ロ

つ

“

千葉 紘子 3月

マチタ・  タイ
"22年

2023年

11月 4日

31日

年

年

月

　

月

日
´

　

［ロ町田 圭 3月

アオヤナキ
゛
 トモコ 2022年

2023年

11月 4日

31日

午

年

月

　

月

日
¨
　

　

白
ロ

‘

「

青柳 智子 3月

ツカタ・  アユミ 2022年

2023年

11月 4日

31日

年

年

月

　

月

日
【
　

　

”
ロ塚田 亜弓 3月

ミヤモト リョウ 2022年

2023年

11月 4日

31日

年

年

月

　

月

日
¨

　

［
ロ

＾
●

宮本 玲 3月

ヤマタ・  ミカ
"22年
2023年

11月 4日

31日

年

年

月

　

月

日
¨

　

【
ロ山田 美香 3月

ハ・ンノ  ミツル 202年

2023年

11月  4日

3月  31日

年

年

月

　

月

日
¨

　

【ロ

B
坂野 充

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年

　

年

月

　

月

曰

「
コ

10 理事・監事

年

　

年

月   日

『コ月

年  月  日

月
一ョ年



書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)

Ff; il (irlor6 1 o Lu:'oa,@e*')

特定非営利活動法人xTreeE

氏   名

囲田日

武田さゆり

□|□目

太郎

山内尚

駆雇測

…

10

11 EII亜国

2

日

4 口晶子

□

ロ

7

同

ロ

困コ
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